
 
大竹市監査公表第１７号    地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定に基づき、工事監査を実施

したので、同条第９項の規定により、その結果を次のとおり公表します。   
令和３年７月２６日   

大竹市監査委員  藥 師 寺  基 夫 
大竹市監査委員  網 谷  芳 孝   



 
工 事 監 査 結 果 報 告    

第１ 監査の対象 
令和２年度に契約し施行中の建設工事のうち下記工事を抽出し、工事監査を実

施した。 
（１）工事名 市営御園集会所建設工事 
（２）担当課 建設部都市計画課  
第２ 監査の期間 
令和２年１２月１日から令和３年７月２６日まで  

第３ 監査の着眼点   全国都市監査委員会版「実務ガイドライン（令和２年度策定）」の第３編「監査
等の手続」、第３章「監査等の着眼点」、第４節「工事監査等の着眼点」に準拠し、

品質の確保はもとより工事の経済性及び効率性、有効性の観点から監査を行った。  
第４ 監査の方法   本監査は、あらかじめ担当課に提出を求めた工事監査調書及び設計書、入札調
書、全体工程表等の証拠書類を審査するとともに、設計・積算から入札・契約及

び施工計画・工事監理までの状況を聴取することで、関係法令や建設工事請負契

約約款等に基づいて事務処理が適切になされているか確認した。   工事技術調査の実施に当たっては、公益社団法人 大阪技術振興協会に業務を委
託し、同協会所属の技術士の意見を採用した。   なお、今年度の技術調査は、広島県内において新型コロナウイルス感染症拡大
の集中対策期間であったため、技術士による現地調査は実施せず、リモート方式

により実施することとし、事前に関係資料及び現場写真等を送付して、技術士と

オンラインで接続したＰＣ画面上で実施した。 
（１）監査委員及び監査事務局による実地監査  令和２年１２月１５日実施 

監査対象部署に対する聴取及び現場実査 
（２）工事監査（リモート方式による技術調査） 

令和３年５月２８日実施 
公益社団法人 大阪技術振興協会所属の技術士による工事技術調査 



 
 
第５ 監査を実施した監査委員   大竹市監査委員 藥師寺 基 夫   大竹市監査委員 網 谷 芳 孝  
第６ 監査の結果   今回の工事監査の結果は、総括的な評価として概ね適正であると認められた。 
しかしながら、公益社団法人大阪技術振興協会から提出された「令和２年度  
工事監査（技術調査）結果報告書」をもとに、監理・監督業務において工夫・改

善が望まれる点のうち、以下の事案については特に指摘しておきたい。 
（１）施工計画書進捗状況管理の徹底について    「全体工程表」と各種工事の「施工計画書」との整合性が著しく損なわれて
いる事案が見受けられた。    具体的には、電気設備工事及び機械設備工事について、全体工程表では８月
から着手することになっているが、施工計画書が承諾された日付は１０月末に

なっており、施工計画書の承諾なしに工事が進捗していた。全体工程表に示さ

れた各種工事の着工前には、必ず施工計画書を承諾しておく必要がある。 
例えば、施工者に「施工計画書進捗状況管理表」を作成させて、施工計画書

を承諾することが可能な予定日を記述しておくことで、全体工程表に示された

各種工事の着工前に、施工計画書の承諾漏れ等を確認できるなど適切に管理す

ることが可能ではないか。定例打ち合わせ会議等で進捗状況を確認するなど 
必要に応じて適切に指導されたい。  

（２）施工計画書と現地施工内容との不整合について    当該工事において、工事監理者による施工計画書の査読が不十分であるため、
同計画書の記述内容が現地の施工内容と整合していることの確認が不十分であ

った。    具体的には、シーリング施工要領や塗膜防水施工要領の記述には、当該工事
が新築工事であるにも関わらず、今回工事と関係のない「既存撤去」や「既存

防水層の処理」等の記述がなされた施工計画書に捺印して、発注者に承諾を求

めて提出されていた。    施工計画書の内容不備はもとより、工事監理者としては明らかに査読不足で
あり、形式主義的な工事監理の姿勢は改善する必要があると考えるので、適切

に指導されたい。 



 
 
（３）設計変更等による施工計画書等の修正について    当該工事において、設計変更がされているにもかかわらず、施工計画書の修
正が行われていない事案が見受けられた。    具体的には、屋上のシート防水が塗膜防水へと工法変更されているが、施工
計画書が適正に修正されていない状況であった。工事金額の増減の有無にかか

わらず、関係者協議のうえで設計変更が決定された場合は、施工計画書を修正

する必要があるので適切に指導されたい。  
（４）特記仕様書等の指示事項等の適切な管理について    特記仕様書や現場説明書で指示・指定されている事項については、施工計画  
書に反映させるとともに、施工者が品質向上のために独自に施工段階で実施す

ることも原則として施工計画書に記述させ、管理者及び発注者の承諾を受ける

必要があるので適切に指導されたい。  
上述した事項について十分検討のうえ善処し，今後の工事に係る事務処理及び

施工に万全を期されたい。 
なお，調査結果のその他事項については，別添の「令和２年度工事監査（技術

調査）結果報告書」を参考とし、工事の適正な施工管理と執行に努められたい。  
以上   



 

 

 

大 竹 市 

令和 2年度 

工事監査（技術調査）結果報告書 

 

令和 3年 6月 3日 

 

公益社団法人 大阪技術振興協会 

技術士（建設部門）・一級建築士 

坂 本 良 髙 

 

 

 

監査実施日 :  令和 3（2021）年 5月 28日（金）   9:50 ～ 14:30 

 

 

監 査 場 所 :  大竹市市役所 4階第３会議室と 

大阪技術振興協会事務局とのリモート方式 

  

 

監査執行者 :  代表監査委員        藥師寺 基夫 

  議選監査委員      網谷 芳孝 

 

監査立会者 :  監査委員事務局 

事務局長        敷田 博之 

参 与        米中 和成 

参 与        野島 等 

 

調査対象工事 

市営御園集会所建設工事 
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Ⅰ 工事内容説明者 

当該工事の技術調査において，下記の関係者から立会・説明を受けた。 

  建設部                     部長  山本 茂広 

  建設部                  建設管理監  西田 耕一郎 

  【入札，契約担当課】 

建設部                 監理課 課長  小田 健治 

  建設部                     主査  中野 直 

【工事担当課】 

建設部               都市計画課 課長  山田 浩史 

建設部        都市計画課 主幹兼建築住宅係長  実本 光洋 

建設部        都市計画課 建築住宅係 副主任  山本 泰則 

 

Ⅱ 工事概要 

（１）工事場所 大竹市御園二丁目 地内 

（２）工事概要 

・構 造   壁式鉄筋コンクリート造 1階建て 

・面 積   建築面積 152.02㎡ 延床面積 148.80㎡ 敷地面積 369.16㎡ 

・主 室   集会室 71.20㎡，和室 1・床の間 16.11㎡，和室 2 11.21㎡ 

・その他   外構 

（３）工事請負者 

名 称     株式会社 三洋技建 

代表者氏名   代表取締役  谷岡 茂 

住 所     大竹市立戸四丁目 1番 47号 

（４）委託設計者 

名 称     株式会社 K構造研究所 

代表者氏名   代表取締役  豊田 隆雄 

住 所     広島市南区金谷町 2番 15号 

発注形式    指名競争入札方式，参加業者 8社［1社辞退］ 

（５）監理委託会社 

名 称     さくら建築設計 株式会社（重点監理） 

代表者氏名   代表取締役  正木 繁康 

住 所     広島市東区牛田早稲田一丁目 22番 13号 

発注形式     指名競争入札方式，参加業者 6社［1社辞退］ 

（６）事 業 費 

設計金額（消費税含む）    ￥55,567,600.― 

契約金額（消費税含む）    ￥55,000,000.― 
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変更契約金額（消費税含む）  ￥53,622,800.― 

     契 約 日    令和 2年 7月 3日 

発注形式    指名競争入札方式，参加業者 6社［4社辞退］ 

（７）工 事 期 間 

        令和 2（2020）年 7月 3日 ～ 令和 3（2021）年 2月 5日               

（８）工事監督員 

総括監督員  建設部 都市計画課 課長         山田 浩史 

主任監督員  建設部 都市計画課 主幹兼建築住宅係長  讃井 一裕 

一般監督員  建設部 都市計画課 建築住宅係 副主任  山本 泰則 
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Ⅲ 総括的所見 

令和 2年度の工事監査は，コロナ禍であるため，リモート方式［Zoom］で実施した。 

事前に送付された設計図書等で「質問書」を提出し，それへの「回答書」と共に送付され

た工事関係書類を確認した上で，リモート方式で工事関係者へのヒアリングを行った。 

また，リモート方式のため，現地調査が実施できないため，事前に送付された施工記録写

真で，土工事から仕上げ工事までの施工状況等を確認した。 

技術調査の結果，当該工事全般について，企画・設計段階から施工段階まで，手続き上に

大きな問題はない。 

監理・監督業務について，多少の改善・工夫が望ましい事項はあるが，総括的な評価とし

ては，「概ね良好」であると判断する。 

◇ 評価できる点 

（1） 当該工事の企画段階から工事契約および施工完了までの一連の手続きは，整然と執

行されていた。 

（2） 全体工程については，出来高進捗計画線より多少のズレはあったが，最終的な工程

の遅延も無く，計画とおりに工事を完了させていた。 

（3） 施工記録写真は，全工期を通じて，各種工事ごとに根気よく丁寧に記録されていた

ことは評価できる。 

（4） 仕上げ工事（吹付工事・防水工事等）を実施する前に，コンクリート表面の含水率

を計器で測定していた記録写真があったが，品質管理上有効な処置と評価する。た

だし，それぞれの施工計画書に，実施する品質管理項目について記述していないの

は残念である。 

（5） 現場内に搬入された様々な建設資材の検収状況は，施工記録写真としてきちんと記

録写真を撮り，工事ごとに良く整理されていた。 

（6） 鉄筋工事の配筋写真は，工事写真アプリを採用し，鉄筋識別用のカップリングを装

着させて，帯スケールを当てての記録写真を撮っていたのは，「品質の見える化」

としても高く評価できる。このことは，「鉄筋工事施工計画書」の「3-6品質管理及

び写真撮影計画」にある「種別毎に配筋が確認できる状況」とか「間隔が確認でき

る状況」と記述していることをカップリングと帯スケールで対応していることは，

「施工計画書」と現場の配筋との整合性が図られていることであり，高く評価でき

る。 

（7） 施工記録写真で確認する限りでは，建物の仕上がり状況は，良好であり，建築確認

検査も完了しており，建物の引渡しに関する手続き上の問題がないことが確認でき

た。 

◇ 工夫・改善が望まれる点 

（1） 各種工事の「施工計画書」の発議日・承諾日が記述されたリストを確認したが，「全
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体工程表」と「工事ごとの施工計画書」との整合性が著しく損なわれているものが

あり，工事監理の方法に工夫が必要です。具体的には，電気設備工事・機械設備工

事に着手したのが，全体工程表では 8月からになっているが，施工計画書が承諾さ

れた日付は 10月末になっており，施工計画書の承諾なしに工事が進捗していた。

今後，工事監理用として全体工程表で示された各種工事の着工前に，施工計画書を

承諾することが可能な予定日を明記した「施工計画書進捗状況管理表」を施工者に

作成させて，その管理表を定例打合せ会等で確認することが望まれる。 

（2） 工事監理者（さくら建築設計）による施工計画書の査読し，記述内容が現地での施

工内容と整合していることの確認が不十分です。防水工事施工計画書の記述におい

て，シーリング施工要領や塗膜防水施工要領の記述には，当該工事が新築工事であ

るにもかかわらず「既存撤去」とか「既存防水層の処理」とかの今回工事と関係の

ない不適切に事項が記述されているものに捺印して，発注者に承諾をするように提

出している。施工計画書を作成させた施工者の杜撰さもさることながら，工事監理

者として，施工計画書の査読不足であり，形式主義（とりあえず提出しておこう主

義）になっていることは改善する必要がある。 

（3） 屋上のシート防水が塗膜防水へと工法変更されているが，施工計画書が適正に修正

変更されないままに，今回の工事監査資料として提出されている。関係者協議の上

で設計変更が決定された場合は，施工計画書を修正する必要があり，竣工図を作成

する際には，特記仕様書・仕上げ表等の訂正をしておく必要がある。また，防水仕

様の変更の結果，工事金額の増減が発生しない場合でも，設計変更項目として列記

して，処理することが望まれる。 

（4） 現場説明書（質疑応答書を含む）や特記仕様書は，優先順位の高い設計図書です。

したがって，特記仕様書等で指示・指定されている事項については，施工計画書に

反映させるとともに，施工者が品質向上のために独自に施工段階で実施することも

原則として施工計画書に記述させ，監理者・発注者の承諾を受けることが必要です。

監理者と施工者がお互いに了解した方法・施工要領で工事を進捗させることが，一

貫性のある工事監理であり，施工管理になります。（例えば，地耐力試験［キャス

ポル試験］の実施要領，コンクリート表面の含水率測定 等。） 

 

【各種工事関連書類および施工記録写真 審査における所見】 

各種工事関連書類および施工記録写真の審査においては，事前の「質問書」への回

答をベースにして，事前に提出された工事関係書類を確認し，リモート方式（Zoom）

により工事監督関係者にヒアリングすることで，当該工事の計画・設計，積算・見積，

入札・契約，監理・監督，施工管理，維持管理の各段階における技術的事項の実施状

況について調査した。 

各段階における確認事項を記述し，指摘事項等については，「寸評」に記している
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ので参考にされたい。 

 

（１） 工事着手前における確認・指摘事項 

ア 計画・設計に関して 

（ア）計 画 

 事業計画の経緯 

既存の集会所については，国土交通省の事業に支障をきたすため，今回の場所に

代替え施設として新集会所を建設することになったものである。 

当該工事の事業経過として，令和元年度に実施設計を発注し，令和 2年度に新集

会所の建設工事を発注している。 

 関係機関との協議 

当該工事に伴う給水については，上下水道局と協議を行い，令和 2年 2月 27日

付で回答を受理していた。 

電気・ガス等の関係機関との協議については，設計段階で順次実施したとの説明

を受けた。 

前面道路については，元々市営住宅の敷地内道路（袋路状道路）であったため，

道路交通法に抵触しないと判断し，警察とは協議を行っていないとの説明であっ

た。 

 地元自治会との連絡・調整 

当該工事の説明に関しては，令和 2年 8月 13日，地元の自治会に敷地境界に関

して説明を行う際に，工事についての説明を実施していた。 

集会所建設中には，近隣住民からの建設工事に対する苦情・トラブルは，発生し

ていないとの説明を受けた。 

   委託設計業務者の選定 

委託設計業務者の選定については，指名競争入札方式を採用し，8 社指名（内，

1社辞退）で行い，1回で「株式会社 K構造研究所」に決定していた。 

  委託監理業務者の選定 

    委託監理業務者の選定については，指名競争入札方式を採用し，6 社指名（内，

1社辞退）で行い，1回で「さくら建築設計 株式会社」に決定していた。 

（イ）設計全般 

 省エネ対策・環境対策・断熱対策としては，下記のような配慮がされていた。 

① 高気密性の建具の採用 

② Low-E複層ガラスの採用 

③ 高効率照明器具（LED）の採用 

④ 便所等のセンサーによる点灯消灯の採用 

⑤ 各室用途に応じた排気ファンによる換気方式の採用 
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⑥ 断熱性能確保のため断熱材現場発泡工法の採用 

（ウ） 構造設計 

 当該建物は，「建築確認申請」で認可されていた。 

 当該敷地の土質調査として，標準貫入試験（ボーリング調査）とそれに伴う地質

サンプリングが実施されていた。 

「寸評」 

 委託設計業務者および委託監理業務者の選定については，適切に執行されてい

た。 

 工事期間中，近隣住民と良好な関係で建設作業を完了させていた。 

 

イ 積算・見積に関して 

 積算・見積基準としては，「建築数量積算基準・同解説（財団法人 建築コスト管

理システム研究所）」を採用していた。 

 数量積算については，㈱K構造研究所が算出し，内訳明細書への「値入れ」の為

の業者見積等については，㈱K構造研究所が行い，数量および各単価についての

照査は，工事担当課（都市計画課）が実施したとの説明を受けた。 

 主要工事については，関連業者の三社見積を徴収し，適正価格を決定していた。 

「寸評」 

 設計図書および設計書（内訳明細書）を受領する際には，担当者による照査が実

施されていた。 

 

ウ 入札・契約に関して 

 入札方法は，指名競争入札方式で，6社が参加（4社辞退）し，一回目で落札者

を決定している。 

 入札参加者が見積時に使用できる資料は，特記仕様書・設計図面および参考資料

として設計書（内訳明細書）であった。 

 見積期間は，16 日間（営業日）が確保されており，見積期間中の質問は，なか

ったとの説明を受けた。 

 入札参加資格の審査は，指名業者審査会で審議し，決定していた。 

 指名業者審査会は，副市長を議長として開催し，指名入札参加者を決定していた。

また，施工伺決裁からから本契約までの経緯を時系列で確認したが，適切な期間

が確保されていた。 

 本契約後に行う工事履行保証体系として，西日本建設業保証（株）と保証証書（契

約保証）を取り交わしていた。 

「寸評」 

 入札・契約手続きは公正かつ適正に行われており，問題はない。 



 

7 
 

 

（２）工事着手後における確認・指摘事項 

ア 監理・監督に関して 

 工事関係者との工事打合せについては，必要に応じて随時開催されていた。議事

録の様式も決められており，議事録には，次回の開催日が確認されていた。 

 関係官庁へ提出した届出書類については，提出日をリストで確認することがで

きた。それらの書類は，遅滞なく提出されていた。 

提出書類名 提出先 発議日 備考 

建築確認申請書 広島県西部建設事務所 2020.5.14  

工事監理者決定届 広島県西部建設事務所 2020.8.6  

工事施工者決定届 広島県西部建設事務所 2020.8.6  

排水設備新設計画確認申請書 大竹市上下水道局 2020.9.11  

給水装置工事申込書 大竹市上下水道局 2020.9.11  

完了検査申請書 広島県西部建設事務所 2021.1.21  

防火対象物使用開始届 大竹市消防本部 2021.1.21  

道路使用許可申請書 大竹警察署長 2019.3.8  

 工事の進捗状況を報告する「工事報告書」は，毎月１回提出され，その報告書に

は，工事状況・工事記録写真および出来高進捗線が赤線で記入された全体工程表

が添付されていた。 

「寸評」 

 本契約が完了した後に開催する工事関係者との最初の打合せ会（キックオフミ

ーティング）には，施工業者の代表者（現場代理人の上司）を出席させることが

望ましい。その席上で，設計者からは設計コンセプトの説明および発注者からプ

ロジェクトの留意点・問題点等を伝達しておくことは，その後の当該工事の順調

な進捗に有効である。 

 

イ 施工管理に関して 

(ア) 施工計画書及び報告等 

 「総合安全仮設施工計画書」を確認したが，総合施工計画書には，工事期間中に

「施工計画書」を作成する予定の工事名と監理者へ提出する日（予定日）をリス

ト化して添付することが望ましい。 

 各種工事の施工計画書の作成については，19 種類の施工計画書が承諾を受けて

いた。 

 各種工事に伴う報告事項として搬入された建設資材の検収や品質については，

細かく施工記録写真で記録し，確認・報告されていた。 

(イ) 品質及び性能の確認 
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 使用材料の品質・性能の確認方法は，各工種の「施工計画書」に添付されたカタ

ログ・材料仕様書で実施されていた。 

 使用材料の F☆☆☆☆の確認は，各種資材の搬入時に，数量と品質の確認を行い，

現物を撮影して記録されていた。 

 「使用材料確認願い」については，現時点で 6件が提出され，承諾されていた。 

 特記仕様書で指示されている室内空気中の化学物質の濃度測定については，報

告書が提出され，所定の基準内であったとの説明を受けた。 

 建築工事における技能士の資格確認については，施工者が資格証を確認してい

たとの説明を受けていた。 

(ウ) 建設廃棄物処理関係書類 

 建設廃棄物処理に関する委託契約については，収集運搬会社と処分会社は，㈱マ

エダと契約していることを確認した。 

 マニフェストについては，現時点で 4枚が整理されていることを確認した。 

(エ) 施工体制台帳および下請業者届出書について 

 各協力業者の施工体制台帳および下請業者届出書が提出されていることを確認

した。最大で 2次下請業者があるとのとの説明を受けた。 

(オ) 各種保険等加入 

 建設業退職金共済組合（建退共）への加入は，されており，当該工事での掛け金

は，62,000円であった。 

 労働災害保険（業務災害総合保険）と賠償責任保険（事業活動包括保険）に関す

る保険会社は，東京海上日動火災保険（株）との通年で加入していることを書面

で確認した。 

 建設業許可標識・労災保険関係成立票・建退協制度の適用標識および施工体系図

の掲示状況については，施工記録写真で確認することができた。 

(カ) 工事実績情報サービス 

 受注時の工事実績情報サービス（CORINS）については，受注時の登録日は，令和

２（2020）年 7月 10日であり，竣工後の登録日は，令和 3（2021）年 2月 15日

であるから規定の 10日以内であることを確認した。 

(キ) 工事記録写真 

 土・地業工事から仕上げ工事までの施工状況を各工事の施工記録写真で確認し

た。全般的によく記録され，整理されていた。見え隠れ部分についても丁寧な施

工がされており，工事の監理・監督および管理が適切になされていることが確認

できた。 

「寸評」 

 各種工事に技能士制度を適用させることは，工事の品質・安全を確保するうえで

有効です。資格証の確認方法としては，①施工計画書に資格証のコピーを添付さ
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せる，②新規入構時教育の場で資格証を確認する，③各作業現場にて資格証を本

人に持たせて写真撮影し記録する，等の方法がありますが，品質・安全管理上で

は，③の方法を指示しておくことが有効です。 

 令和 2(2020)年 10 月に「建設業法」が改正されて，現場に掲げる標識の掲示義

務が緩和されて，元請のみとなっている。 

 

ウ 品質管理に関して 

(ア) 土・地業工事 

 埋戻工事において，基礎コンクリート面に締固め厚さをスプレーで明示し，一層

ごとランマーで入念に締固めしている状況が施工写真に記録されていた。 

 地耐力確認のために，簡易支持力測定器（キャスポル）を使用して確認している

施工状況が，施工写真で確認することができた。 

 建設発生土の場外処分については，関係書類が整えられていた。 

 床下防湿層（ポリエチレンフィルム）の重ね代が 250ｃｍ以上確保されていたこ

とを施工記録写真で確認することができた。 

 地業工事における床下断熱層（ポリエチレンフォーム）の施工記録写真を確認し

た。 

 地業工事に使用した再生クラッシャラン（再生材）の品質は，試験成績報告書（試

験日 2019.8.23）により確認できたが，最新の試験成績書ではなかった。 

(イ) 鉄筋工事 

 鉄筋工事施工計画書については，記述内容が充実しており，施工計画書で計画さ

れたことが，施工記録写真で実施していることを確認することができた。 

 使用した鉄筋量は，15,515㎏であり，ミルシートの発行元は，共栄製鋼(株)山口

事業所であった。 

 鉄筋工事の施工記録写真には，工事写真アプリを使用し，帯スケール・カップリ

ング使用することで配筋状況が具体的に表示されていた。また，鉄筋のかぶり厚

についても，スペーサーで確認することができた。 

(ウ) コンクリート・型枠工事 

 コンクリート寸法図に屋上階スラブ部分の水勾配が確保されていることを確認

した。 

 レディーミクストコンクリート配合計画書は，監督員の承諾を受けていた。 

 採用している生コン工場は，中国明信産業（株）小瀬工場であった。生コン工場

は，すべて日本工業規格表示認証工場である。 

 各生コン工場については，品質管理監査合格証が交付されていることを合格証で

確認していた。 

 生コン工場からの運搬時間は，15分であり，品質上の問題はない。 
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 中国明信産業（株）小瀬工場の「レディーミクストコンクリート配合計画書」に

おいて確認した主な使用材料は，下表のとおりである。 

生コン工場名 セメント 細骨材 粗骨材 

中国明信産業（株） 

小瀬工場 

JISTC0606020 

住友大阪セメント 

石灰砕砂 

津久見市上青江 

砕砂 

 大竹市小方町大字小方 

砕石 1505 

 大竹市小方町大字小方 

砕石 2010 

 大竹市小方町大字小方 

 細骨材と粗骨材について，モルタルバー法および化学法によるアルカリシリカ反

応性による区分は A判定であった。 

 細骨材の塩化物量については所定の値以下であり，細骨材に問題はない。 

 コンクリート圧縮強度の公的試験機関としては，広島県環境保健協会においてで

実施しており，材齢 28日の圧縮強度試験結果については，問題ないことが確認さ

れていた。 

 基礎部分のコンクリート打設計画書を確認したが，詳細な計画が記述されていた。 

 型枠工事において合板ベニヤ板を建て込む前にコンクリート打継ぎ部分を電気

掃除機で掃除していることが記録写真で確認できた。 

 コンクリート工事の施工状況を施工記録写真で確認したが，コンクリート打設時

に実施する先行モルタルの除去作業の状況が記録されていた。 

(エ) 防水工事 

 承諾された「防水工事施工計画書」には，設計段階で採用されたシーリング工事・

シート防水工事および塗膜防水工事について記述されていたが，設計変更により

屋上シート防水が塗膜防水になっているので，「防水工事施工計画書」を設計変更

通りに修正し，引渡し書類として保管する必要がある。 

 防水工事に着手する前に，コンクリート表面の含水率を計測して品質上問題がな

いことを確認していることが施工記録写真で確認できた。 

 塗膜防水の品質保証として，10 年保証の保証書が，三者連名(施工者・防水専門

業者・材料製造者)で提出されていることを確認した。 

(オ) 仕上げ工事 

 断熱材(硬質ウレタンフォーム)現場発泡工法の吹付厚さ管理を検尺ピンで実施

していることを施工記録写真で確認することができた。 

 外壁吹付工事に着手する前に，コンクリート表面の含水率を計測して品質上問題

がないことを確認していることが施工記録写真で確認できた。 

 塗装・吹付工事に使用した材料管理として，使用した空き缶を圧縮して材料管理

を実施していたことを施工写真で確認することができた。 

(カ) 電気設備工事 
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 電気設備工事施工計画書については，監理者の確認の上，承諾されていたが，電気

設備工事の着工から著しく遅延していた。 

 搬入された電気設備関連の資材については，検収時の記録写真がきちんと撮影さ

れていた。 

 接地抵抗試験の実施状況を施工記録写真で確認することができた。 

 電線管設置工事の埋め戻し作業に伴う埋設表示シート(オレンジ色)の敷設状況を

施工記録写真で確認することができた。 

 使用した EM電線の品質証明書は，出荷証明書で確認することができた。 

(キ) 機械設備工事 

 機械設備工事施工計画書については，監理者の確認の上，承諾されていたが，機

械設備工事の着工から著しく遅延していた。 

 給水管設置工事の埋め戻し作業に伴う埋設表示シート(ブルー色)の敷設状況を

施工記録写真で確認することができた。 

 給水管の漏水の有無を確認するための水圧試験状況も，施工記録写真できちんと

記録されていた。 

「寸評」 

 基礎伏図には既存杭の位置が明示されていたが，地中仮設残存物として杭径・残存

杭長さ・埋設深さを基礎伏図内に記述し，既存杭が土地所有者の管理状態にしてお

くことが必要である。地中仮設残存物は，将来，土地を譲渡する場合の重要説明事

項になる。 

 躯体工事について，先行モルタルの除去状況の記録，基礎躯体コンクリート面の型

枠締め付け金物除去後の錆止め措置（環境対応型さび止め塗装使用）の記録など品

質確保の作業内容が，詳細に施工記録写真で確認することができた。 

 

エ 工程管理に関して 

 事前に提出された全体工程表には，計画出来高進捗線と実施出来高進捗線の両方

が記述されており，工程の遅延なく当該工事工を完了していた。 

 官庁検査である消防検査において，①(消防)拡声器置場の表示すること，②消火器

配置を平面図に記入することが指摘事項としてあったとの説明を受けた。 

「寸評」 

 特記事項，特になし。 

 

オ 維持管理に関して 

 当該工事の完成時提出書類は，保管部門である建設部都市計画課へ提出が完了し

ていた。 

 竣工後 1 年検査(一次調査)は，当該集会所の使用後の施工状況を確認するために
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実施することが望まれるが，竣工後 2年検査(二次調査)は，請負契約約款上の瑕疵

担保期間の終了時点ですので，必ず実施する必要がある。 

「寸評」 

 特記事項，特になし。 

 

 

カ 安全衛生管理に関する所見 

昨年 12月に実施されていた「令和 2年度工事実地監査記録」を踏まえて，現場の

安全衛生管理に関する所見を記述します。 

 今回の工事監査では，安全衛生管理に関する質疑応答は行いませんでしたが，現場

内の労働安全衛生については，施工者(受注者)の責任の下で，管理・運営されてい

ます。当該工事以外の工事監査でも，工事の安全衛生に関する質問項目は作成しま

すが，質問内容の確認は，現場事務所の打合せ室で現場代理人に対して行う場合も

あります。(安全書類は，日々使用しますので，現場内から持ち出しにくい事情も

あるため。) 

 労働安全衛生法では，建設業と造船業については，半ば屋外作業であること，同一

場所で同一時間帯に複数の職種が混在作業を行う業種としています。そのため，一

定規模の工事では，「統括安全衛生責任者」を選任し，届出ることを求めています。

小規模であれば届出る必要はありませんが，選定しておくことは施工管理上，有効

です。特に，小規模工事であっても，分離発注されている場合は，必ず選任するこ

とが必要です。また，当該工事では，特記仕様書に「統括安全衛生責任者選任届書」

を提出すことを求めていました。 

 「安全衛生協議会」の運用については，小規模工事の場合は月例の工事工程会議に

引き続いて開催することも可能です。議事録を識別しておくことで運営している

ところは多くあります。 

 また，安全衛生協議会に翌月に現場に入構する協力業者の世話役の出席を要請す

るのは，現場の独自ルールを事前に周知させるためです。 

 「送り出し教育」に眼目は，安全衛生上のことよりも近隣対策や第三者対応に有効

です。当該工事の独自ルール（ローカルルール）として，特に近隣との工事協定書

（工事車両通行ルートの指定，通学・通園時間帯の車両搬出入の禁止，路上駐車禁

止エリアの明示 等々）などを締結している場合は，事前に周知することが非常に

重要です。現場の安全衛生管理については，入構してから教育することも可能です

が，作業員が入構する前での近隣・第三者トラブルを防止する対策として有効です。 

以 上 


